改正油濁損害賠償保障法等比較早見表
	
	改正油濁損害賠償保障法
	（参考）

Bunker条約（未発効）

	
	タンカー関係（既存）
	一般船舶関係（新設）
	

	対象船舶
	撤積みの油を貨物として輸送するために建造または改造された船舶、即ちタンカー。バラスト航海を含む。
	タンカー以外の一般船舶（含非自航船/漁船）
	CLC対象船を除く船舶

	対象油
	原油、重油、重ディーゼル油、潤滑油等の持続性炭化水素系鉱物油
	燃料油
	同左

	対象事故
	貨物油/燃料油の油濁事故
	油濁事故、船骸撤去


	油濁事故

	適用水域
	締約国の領域及び排他的経済水域（200海浬）内
	日本国の領域及び排他的経済水域（200海浬）内
	締約国の領域及び排他的経済水域（200海浬）内

	責任主体
	船舶所有者
	船舶所有者、船舶賃借人の連帯責任
（注）大審院1928年6月28日判例により、定期用船者も船舶賃借人に含まれる可能性あり
	船舶所有者、裸傭船者、船舶管理人、運航者（operator）の連帯責任

	責任原則
	厳格責任
	油濁損害については厳格責任
船骸撤去については法令上の責任
	厳格責任

	免責事由
	戦争、天変地異、第三者の悪意、航路施設等不備
	同左
	同左

	船主の責任限度額
	5千総屯以下のタンカーは一律4.51百万SDR。5千総屯以上のタンカーは、5千総屯までは4.51百万SDR、それを越えた1総屯につき631SDRを加算。最高89.77百万SDR。
	船主責任制限法の額

なお船骸撤去責任は船主責任制限法上の責任制限債権に含まれていない
	76LLMC

	責任制限阻却事由
	故意またはこれに準ずる無謀な行為
	船主責任制限法に則る
	76LLMC

	強制保険対象船
	上記のうち、2千屯以上のばら積み油を運送する船舶
	上記のうち、国籍を問わず、国際航海に従事し、本邦内の港に入出港する船舶で、国際総トン数100屯以上のもの（内航船、無害通航船は対象外）
	上記のうち、国際総トン数1,000屯以上の船舶

	付保義務者
	（船舶所有者）
	明示なし
（国土交通省は「本船自体に必要な保険が手配されていれば足りる」という方向で検討中）
	船舶所有者

	付保金額
	上記責任限度額以上の金額
	油濁については船主責任制限額以上の金額、加えて船骸撤去については船主責任制限額に相当する額以上の金額
	76LLMCの金額

	賠償資力証明
	保障契約証明書（CLC証書）      

［P&I保険者がBlue Cardを発行］
	保障契約証明書
ただし、国土交通省大臣により指定された（国際P&I Group等の）保険者に付保している場合は本船上にCertificate of Entryの写し、その他省令で定める書面を備えおくだけでよい
	保障契約証明書      

［P&I保険者がBlue Cardを発行］

	汚染損害（補償の対象となる費目）
	油濁汚染損害、汚染損害防止軽減費用
	同左
	同左


